











増加に転じた 2008 年学習指導要領の告示から 10年が経過する今日においても、「脱ゆとり」とい
う文言を目にする機会は全く珍しいことではない。































Programme for International Student Assessment、この頭文字をとって「PISA」と呼ばれる。日
本語では「OECD生徒の学習到達度評価」と訳されることが一般的となっている。
　PISAでは 15 歳の子どもを対象に「読解力」、「数学的リテラシー」、「科学的リテラシー」の 3
分野を調査しており、日本では高校 1年生が対象となっている（全国学力・学習状況調査のような
悉皆調査ではないため、実施年度の高校 1年生でも実際にPISAの調査対象となるのはごく僅かで
ある）。3年に一度実施され、直近では 2015 年に実施されている。調査に参加する国・地域は第 1























PISA2003 の結果が 2008 年学習指導要領におけるポイントとしての「言語活動の充実」の提示に
繋がったことが指摘されているが、学習指導要領の細部にまで踏み込んでPISAの影響を分析する
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＜表 1＞　2008 年学習指導要領　小学校授業時数表
国語 社会 算数 理科 生活 音楽 図工 家庭 体育 道徳 特活 総合 外国語 総時数
1学年 306 136 102 68 68 102 34 34 850
2 学年 315 175 105 70 70 105 35 35 910
3 学年 245 70 175 90 60 60 105 35 35 70 945
4 学年 245 90 175 105 60 60 105 35 35 70 980
5 学年 175 100 175 105 50 50 60 90 35 35 70 35 980
6 学年 175 105 175 105 50 50 55 90 35 35 70 35 980
＜表 3＞　小学校　2008 年学習指導要領と 1998 年学習指導要領とでの授業時数の増減
国語 社会 算数 理科 生活 音楽 図工 家庭 体育 道徳 特活 総合 外国語 総時数
1学年 34 22 0 0 0 12 0 0 68
2 学年 35 20 0 0 0 15 0 0 70
3 学年 10 0 25 20 0 0 15 0 0 35 35
4 学年 10 5 25 15 0 0 15 0 0 35 35
5 学年 5 10 25 10 0 0 0 0 0 0 40 35 35
6 学年 0 5 25 10 0 0 0 0 0 0 40 35 35
増減計 84 20 142 55 0 0 0 0 57 0 0 150 70 278
（網掛け部分は授業時数減、それ以外は増）
＜表 2＞　1998 年学習指導要領　小学校授業時数表
国語 社会 算数 理科 生活 音楽 図工 家庭 体育 道徳 特活 総合 総時数
1学年 272 114 102 68 68 90 34 34 782
2 学年 280 155 105 70 70 90 35 35 840
3 学年 235 70 150 70 60 60 90 35 35 105 910
4 学年 235 85 150 90 60 60 90 35 35 105 945
5 学年 180 90 150 95 50 50 60 90 35 35 110 945
6 学年 175 100 150 95 50 50 55 90 35 35 110 945
＜表 4＞　2008 年学習指導要領　中学校授業時数表
国語 社会 数学 理科 音楽 美術 保体 技・家 外国語 道徳 特活 総合 総時数
1学年 140 105 140 105 45 45 105 70 140 35 35 50 1015
2 学年 140 105 105 140 35 35 105 70 140 35 35 70 1015












　一方、中学校について見てみると、外国語の 105 時間を筆頭に、理科 95 時間、数学 70 時間、









＜表 6＞　中学校　2008 年学習指導要領と 1999 年学習指導要領とでの授業時数の増減
国語 社会 数学 理科 音楽 美術 保体 技・家 外国語 道徳 特活 その他 総時数
1学年 0 0 35 0 0 0 15 0 35 0 0 50 35
2 学年 35 0 0 35 0 0 15 0 35 0 0 85 35
3 学年 0 55 35 60 0 0 15 0 35 0 0 165 35
増減 35 55 70 95 0 0 45 0 105 0 0 300 105
（網掛け部分は授業時数減、それ以外は増）
＜表 5＞　1999 年学習指導要領　中学校授業時数表
国語 社会 数学 理科 音楽 美術 保体 技・家 外国語 道徳 特活 選択 総合 総時数













































　前節で取り上げた 2008 年学習指導要領は間もなくその実施期間を終えることとなり、2020 年度
からは新たな学習指導要領に基づく学校教育が展開されていくことになる。その最新の学習指導要
領は小学校・中学校のものとも 2017 年 3月に告示がなされているが、その策定に向けた基本方針
























間ほど前の 2016 年 11 月 29 日のことである。答申に向けた議論は主に中教審初等中等教育分科会
の教育課程部会にて行われていたが、答申が出される直前、PISAおよびTIMSSの結果が公表さ
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5　おわりに










































の URL は http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/28/05/1370648.htm ／最終アクセス日：2018 年 1
月 18 日）
 2  授業時数表については田中・水原・三石・西岡（2011）を参照した。
 3  同答申は文部科学省ホームページに全文が掲載されている。URLは以下の通り。
　 http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/1216828.htm
　 （最終アクセス日：2018 年 1 月 19 日）
 4  同答申も文部科学省ホームページに全文掲載されている。URLは以下の通り。
　 http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/1380731.htm
　 （最終アクセス日：2018 年 1 月 19 日）
 5  2016 年 12 月 8 日に開催された中教審初等中等教育分科会教育課程部会の議事録は文部科学省ホーム
ページより全文閲覧できる。URLは以下の通り。
　 http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/004/gijiroku/1382061.htm
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